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市街地再開発事業の促進に向けた市町村都市計画審議会の

効率的な運営方法について

鷲見　育男

岐阜市企画部総合政策課

要旨

  本論文は，都市計画事業に位置づけられている市街地再開発事業を取り上げ，開催方法等が異なる市町村都市計画審議会に着目し，効率的な審議会の運営方法について分析を行った．

  キーワード：市街地再開発事業，市町村都市計画審議会，効率的

1. はじめに

1.1 既成市街地
  日本の都市には，老朽化した木造建築物等が過密に集積する既成市街地が存在し，住環境や防災の面からも多くの課題が残っている．特に，東京23区内における木造賃貸住宅の密集地区は約7,000haと23区内の面積の1割強を占めて
いる．

　都市直下型の「阪神・淡路大震災」では，密集した家屋等の倒壊や火災によって甚大な被害を経験し，未整備の既成市街地への災害対策をはじめとする住環境の改善が求められている．この様に，危険と考えられる市街地は全国に25,000ha存在し，なかでも大火の可能性が高い危険な市街地（重点密集市街地）は約8,000haに達すると報告
されている．さらに，東京の人口密集地で地震による同時多発的な火災が発生した場合，消防による消化の限界を超えることが明らか
とされていることから，各都市では，防災機能の向上等を目的とした既成市街地整備への取り組みが行われている．具体的な取り組みとしては，面的な整備を目的とした土地区画整理事業（昭和二十九年五月二十日法律第百十九号）や，都市再開発法（昭和四十四年六月三日法律第三十八号）に基づく市街地再開発事業による立体的な整備等が進められている．

1.2 市街地再開発事業の現状と課題
  市街地再開発事業が望まれる既成市街地は，住環境や防災機能の改善が必要とされる地域で，人命を守るという点からも，一日も早い事業の実現が求められている．また，市街地再開発事業は新しく床を供給する面を持つことから，商業や業務機能を誘致することができ，まちの活性化や地域経済に与える影響も大きく，周辺住民からも期待される事業でもある．

　この様な市街地再開発事業を実施するには2つの方法（第一種，第二種）がある．第一種市街地再開発事業は権利変換方式によるもので，「事業の施行地区内の土地，建物等に関する権利を，買収や収用によらず，一連の行政処分により，施設建築物及びその敷地に関する権利に変換するもの」
と記されており，第二種市街地再開発事業は用地買収方式により，「一般の公共事業と同様に，いったん事業の施行地区内の土地，建物等を施行者が買収又は収用し，買収又は収用された者が希望すれば，その対償に代えて，施設建築物及びその敷地に関する権利を与えるというもの」と記されている．

　本論文では，権利者が主体となって事業を進める第一種市街地再開発事業（以下「再開発事業」という．）を取り上げ，なかでも複数の権利者から構成される組合施行の再開発事業について着目した．

　再開発事業は，施行者（組合）がデベロッパー等の力を借りて事業を推進する部分も大きく，デベロッパーはより多くの利潤獲得を目的として，社会情勢の変化に即したスピーディーな事業展開を求めているが，再開発事業の事業期間は様々な要因（権利者の合意形成や都市計画決定（以下「都決」という．）に要する時間等）によって長期化している．事業期間が長期化することは，事業推進に要する借り入れ金利等によって，供給される床価格が本来の価格（事業期間が長期化しない場合）よりも上昇することを意味しており，価格の上昇は床の売却やリーシングを難しするとともに，事業の採算性に影響を与え，再開発事業を困難なものとする．

　図-1は，大都市（東京都特別区及び政令指定都市）における，デベロッパーによる床の需要曲線D1と，組合による床の供給曲線S1を示す．この時の社会的余剰を表-1に示す．需要曲線D1と供給曲線S1の均衡点Aでは，価格はP1で供給量Q1となる．

　もし，都決に要する時間や権利者の合意形成等に要する時間（以下「時間リスク」という．）を取り除くことができれば，供給曲線はS1からS2へシフトし，社会的余剰は□AB0E増加し，価格はP1からP2に下がり，供給量はQ1からQ2へ増加し，買い手はより床を買い易くなる．

　一方，地方都市（ここでは中核市を想定する，図-2）は大都市に比べて商業規模が小さいため，需要曲線D2は大都市部の需要曲線D1よりも下方に位置していると考える．また，大都市と同様に行政や権利者による時間リスクが存在するため，供給曲線はS3となっており，この時の社会的余剰を表-1に示す．需要曲線D2と供給曲線S3の均衡点aでは，価格P3で供給量はQ3となる．

　もし，地方都市の場合でも大都市と同様に，時間リスクを取り除くことができれば，供給曲線はS3からS4にシフトして，社会的余剰は□ab0e増加し，価格はP3からP4に下がり，供給量はQ3からQ4へ増加する．このメカニズムは，大都市の場合と同様に買い手はより床を買い易くなる状況を作り出している．

　この様に時間リスクを取り除くことができれば，新しく建設される再開発ビルの床価格を抑え，床の供給量を増やすことができるため，大都市のみならず地方都市でも再開発事業が進むものと考えられる．
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[image: image6.emf] 　　　　　 時間短縮による供給曲線

【地方都市】現在の供給曲線

　　　　　　　 時間短縮による供給曲線
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【大都市】現在の供給曲線
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　先にも述べたが，時間リスクには，都決に要する時間や権利者の合意形成に要する時間等様々な要因が挙げられるが，本論文では，都決に焦点を絞り，時間リスクとして扱われる要因について研究を進めた．

1.3 先行研究と本論文の位置づけ
  再開発事業は，都市計画法（昭和四十三年六月十五日法律第百号）第十二条第一項で都市計画事業と定められており，都市再開発法第三条第一項で「当該区域が高度利用地区，都市再生特別区又は特定地区計画等区域内にあること」と定義されている．この都決に係るフローを図-3に示す．
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　また，各地における地方財政は厳しい状況にあるため，民間の都市開発投資の促進を図るために，「民間都市開発投資促進のための緊急措置（平成13年8月決定）」が整備され，手続きの長期化や期間の不明確さなどの時間リスクを軽減することが盛り込まれたが，依然として都決に至るには多くの時間を要しているのが現状である．

　市町村都市計画審議会（以下「都計審」という．）に係る先行研究では，梶原ら
が行った調査から，都市計画を専門とする委員が存在しない場合もあることから，審議会の専門性が高まれば，公開性が向上することを示唆している．

　都決の責任については，早川
が決定の責任が曖昧になっていることを指摘し，都決の責任を明確化させる必要性を述べている．

　都計審開催前に委員への事前面談については，吉武ら
が行った調査から，委員への事前面談が市民へのアカウンタビリティを減じていることを指摘し，都計審を定常的に機能させ，審議会の回数や審議時間を充実させる必要性を示している．

　都計審の審議内容の公開については，新城ら
が行った調査から，議事録の公開が住民の関心を高め，地方分権推進の契機となることを指摘している．また，都計審での決定を位置づけるのではなく，都市計画地方審議会で決定することも選択肢として示唆している．

　審議会全般については，森田
が行政にとって進めようとしている政策や施策をオーソライズする「隠れ蓑」的な性格を有しているとも指摘している．

　本論文では，各都市に設置されている都計審に光を当て，都決の事務手続きに入ってから，早期の都決を実現している都市と，早期の都決が実現できない都市が存在している仮説を立て，都決を早める要因について分析を行い，効率的な都計審の運営方法に関する考察を行った．

2. 再開発事業期間に関する実証分析

2.1 研究方法

　再開発事業が行われる事業期間には，都決に係る事務手続きに要する期間も含まれることから，市街地再開発準備組合の設立から再開発ビルの竣工までの期間（図-4）について実証分析を試みた．
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・平均委員数：19.988人

30%

5%

1%

0%

30%

12%

18%

6%

学識者

商工関係者

農業関係者

旅行関係者

区議会議員

行政関係者

住民代表

公募


[image: image12.emf]■委員割合（政令指定都市）

・平均委員数：22.520人
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2.2 仮設
　再開発事業期間が短い都市は，都決も早期に実現していると仮設を立てる．また，事業期間は，再開発事業の経験数に大きく左右されると考え，再開発事業を10件以上経験している都市を図-5
に示す．

　再開発事業を数多く実施している都市は，住環境の改善，防災機能の向上，更には，にぎわい拠点の創出等々，事業実施に伴う効果を経験していることから，再開発事業をなるべく早期に実現したいというインセンティブが権利者をはじめとする事業に携わる関係者に働くことや，事業への慣れが事業期間を短くしているものと考えられる．

　図-5からは，東京都特別区が最も多くの再開発事業を経験しており，他の都市と比べると再開発事業に係る事業期間は短く，早期に都決（効率的な都決）を実現しているものと考えられる．また，10件以上の事業経験を持つ都市のうち，政令指定都市が9割を占め，東京都特別区に次いで，政令指定都市は中核市を含む他の都市よりも事業期間は短く，効率的な都決を実現しているものと考えられる．

[image: image13.emf]■委員割合（中核市）
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2.3 推計式
　再開発事業期間に係る分析を実施するため，以下の推計式
を構築した．
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　Ln（事業期間）＝α0＋α1*Ln（人口密度）+α2*（権利者数/敷地面積）

　　　　　+α3*Ln（事業費）+α4*（組合施行ダミー）+α5*（公益施設ダミー）

　　　　　+α6*（政令指定都市ダミー）＋α7*（東京都特別区ダミー）+μ

　（推計式1）で用いた変数を表-2に定義する．
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[image: image16.emf]区　　分 定期開催割合 同意率設定割合 再開発同意率

東京特例区平均 18.8% 62.5% 83.7%

政令指定都市 93.3% 80.0% 92.8%

中核市 38.7% 45.2% 91.1%


【被説明変数】

　被説明変数は，都決手続きも含む再開事業に要する準備組合の設立から再開発ビルの竣工までの事業期間を対数値とした．事業期間のデータ化には，市街地再開発事業を収録した日本の都市再開発
，
を活用．

【説明変数】

　説明変数はダミー変数も含めて7つの変数から構成．

①コントロール変数1：Ln（人口密度）

　Ln（人口密度）は，都市の規模を示す．人口密度が高い都市は，合意形成に時間がかかることや，人口密度の低い都市よりも事業地域の周辺に多くの人が存在することから，事業の事前説明等にも時間を要し，事業期間が長くなると想定される．予想される係数の符号はプラスである．データは国勢調査
を参考に作成．

②コントロール変数2：（権利者数/敷地面積）

　（権利者数/敷地面積）は，単位面積当りの権利者数を示す．値が大きい程，再開発事業区域内の権利者数が多くなることを示し，プラン等の合意形成に時間がかかると考えられるので，予想される係数の符号はプラスである．データは日本の都市再開発から作成．ここでの権利者とは，土地所有者，借地権者，借家権者を意味する．

③コントロール変数3：Ln（事業費）

　Ln（事業費）は，市街地再開発事業の規模を示す．値が大きい程，再開発事業の規模が大きくなり，建設期間も含めて事業期間が長くなると考えられることから，予想される係数の符号はプラスである．データは日本の都市再開発から作成．

④ダミー変数1：組合施行ダミー

　組合施行は，個人施行や会社施行，公共団体施行（第二種）よりも権利者が多いため，事業の推進に時間がかかると考えられる．よって，予想される係数の符号はプラスである．データは日本の都市再開発を活用して，組合施行の事業には1を当てはめ，それ以外の事業には0としてデータを作成．

⑤ダミー変数2：公益施設ダミー

　図書館や公共が運営する駐車場，市民文化センター等が再開発事業に組み込まれていると，公益施設を所管する部局との調整も必要となり，事業期間が長くなると考えられるので，予想される係数の符号はプラスである．データは日本の都市再開発を活用して，公益施設がある事業には1を当てはめ，公益施設が無い事業は0としてデータを作成．

⑥ダミー変数3：政令指定都市ダミー

　政令指定都市は，中核市よりも再開発事業経験も多いことから，中核市よりも事業期間が短いと考えられるので，予想される係数の符号はマイナスである．データは日本の都市再開発を活用して，実施された事業が政令指定都市の場合には1を当てはめ，それ以外は0としてデータを作成．

⑦ダミー変数4：東京都特別区ダミー

　東京都特別区（23区）は，政令指定都市や中核市よりも再開発事業経験が多いことから，中核市よりも事業期間が短くなると考えられるので，予想される係数の符号はマイナスで，かつ政令指定都市ダミーよりも係数の値が小さくなると想定される．データは，日本の都市再開発を活用して，事業の実施が東京都特別区内で行われた場合には1を当てはめ，それ以外は0としてデータを作成．

2.4 推計結果
　推計結果を表-3に示す．

[image: image17.emf]Std.err t  P-値

切片 -0.33371 0.22703 -1.46987 0.14284

①Ln（人口密度） 0.04292 * 0.02243 1.91350 0.05682

②権利者数/敷地面積 0.00077 0.00047 1.64397 0.10143

③Ln（事業費） 0.20614 *** 0.02657 7.75835 2.14E-13

④（ダミー変数）組合施行 0.10713 * 0.06142 1.74425 0.08234

⑤（ダミー変数）公益施設 0.13002 ** 0.05616 2.31531 0.02140

補正 R2 0.32867

サンプル数 258

Notes：***、**、* はそれぞれ1%、5%、10%水準で統計的に有意であることを示す。
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①コントロール変数1：Ln（人口密度）

　人口密度の係数の符号は予想されたとおりプラスで，かつ1％水準で統計的に有意であった．推計結果は仮説とも一致しており，人口密度が1%高くなると，再開発事業期間は0.07638%長くなることを示している．

②コントロール変数2：（権利者数/敷地面積）

　（権利者数/敷地面積）の係数の符号は予想されたとおりプラスで，かつ5％水準で統計的に有意であった．単位面積当りの権利者数が1（人/ha）多くなると，再開発事業期間が0.00094%長くなることを示している．

③コントロール変数3：Ln（事業費）

　事業費の係数の符号は予想されたとおりプラスで，かつ1％水準で統計的に有意であった．事業費が1%高くなると事業期間は0.22447%長くなることを示している． 

④ダミー変数1：組合施行ダミー

　組合施行ダミーの係数の符号は予想されたとおりプラスで，かつ10％水準で統計的に有意であった．施行者が組合の場合，再開発事業期間が0.10727%長くなることを示している．

⑤ダミー変数2：公益施設ダミー

　公益施設ダミーの係数の符号は予想されたとおりプラスで，かつ10％水準で統計的に有意であった．再開発事業に公益施設が設置されている場合，公益施設が設置されていない事業よりも事業期間が0.09944%長くなることを示している． 

⑥ダミー変数3：政令指定都市ダミー

　政令指定都市ダミーの係数の符号は，予想されたとおりマイナスで，かつ5％水準で統計的に有意であった．政令指定都市の場合，中核市が再開発事業を実施するよりも事業期間が0.16382%短くなることを示している．

⑦ダミー変数4：東京都特別区ダミー

　東京都特別区ダミーの係数の符号は予想されたとおりマイナスで，かつ1％水準で統計的に有意であった．東京都特別区の場合，中核市が再開発事業を実施するよりも事業期間が0.26882%短くなり，更に，政令指定都市よりも係数の値が小さいことから，政令指定都市よりも事業期間が短くなることを示している．

　この推計結果から，経験数が事業期間を短くしていることが確認できた．

　次に，都計審の効率化を図るため，再開発事業を通して，都決が早期に実現している都市と，早期に実現できない都市の違いを見つけ出すために，都計審について社会調査を実施した．

3. 社会調査

3.1 調査設計

　全ての都市を調査の対象とすることが望ましいが，実証分析結果も踏まえて都市を大きく3つに分類（東京都特別区（23区），政令指定都市（17都市），中核市（39都市），平成20年度現在）し，更に，東京都と都内で再開発事業を経験している都市（10都市）の計89都市を対象とした．

3.2 調査項目
　調査項目を表-4に示す．
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[image: image20.emf]効率群 非効率群

平均 平均

①委員数に関する検定 19.917 20.280 -0.393 0.348 ―

②議員割合に関する検定 0.304 ＜ 0.344 -1.613 0.057 *

③行政関係者割合に関する検定 0.111

＜

0.134 -1.555 0.063 *

④議事録公開に関する検定 0.542 ＞ 0.320 1.573 0.061 *

⑤年平均案件数（5年間） 14.475 13.504 0.345 0.366 ―

⑥年平均審開催数（5年間） 3.867 3.584 0.773 0.222 ―

⑦開催費用に関する検定 0.214 ＜ 0.261 -1.452 0.077 *

⑧定期開催に関する検定 0.542 0.560 -0.126 0.450 ―

⑨同意率基準の設定についての検定 0.750 ＞ 0.560 1.400 0.084 *

Notes：***、**、* はそれぞれ1%、5%、10%水準で統計的に有意であることを示す。
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　全ての調査項目は，各都市の現状について問うものであり，合併した都市は，現在（合併後）の状況を記述願った．

(1)委員数及び委員内訳等

　委員数及びその委員の所属（学識経験者，商工関係者，議員等）を把握し，委員の割合等によって効率的な都決を実現している都市と，そうではない都市との間に差があるかどうかを検証する．

(2)都計審開催費用等

　都計審を一回開催するのに要する費用（委員報酬や会場費，資料作成や議事録作成に要する時間等）を調査し，費用面から効率的な都決を実現している都市と，そうではない都市との間に差があるかを検証する．

(3)都計審の開催回数

　平成15年から平成19年までに行われた都計審の開催数と都計審に上程された案件数を調査し，開催頻度や案件数等によって効率的な都決を実現している都市と，そうではない都市との間に差があるかを検証する．

(4)都計審の定期開催

　都計審を定期的に開催しているかどうかを調査し，定期開催している都市と，審議案件が出たときに都計審を開催している都市との間に差があるかを証する．

(5)都計審への上程基準

　市街地再開発準備組合が組合を設立するときの要件が都市再開発法第十四条「施行地区となるべき区域内の宅地について所有権を有するすべての者及びその区域内の宅地について借地権を有するすべての者のそれぞれの三分の二以上の同意を得なければならない．この場合においては，同意した者が所有するその区域内の宅地の地積と同意した者のその区域内の借地の地積との合計が，その区域内の宅地の総地積と借地の総地積との合計の三分の二以上でなければならない」と記されているが，都決後の事業の進捗等を考慮して三分の二を上回る，より高い同意率を独自に設定している都市も存在することから，再開発事業を都計審に上程する際の同意率を各都市が独自に決めているかどうかを調査し，効率的な都決を実現している都市と，そうでない都市との間に差があるかを検証する．

3.3 調査項目
　調査方法は，自記方式によるインターネット調査
とし，調査対象とする行政機関に電子メールで質問紙を送信し回収を行った．

3.4 調査結果
　調査期間は，平成20年11月14日～平成20年12月11日の計28日間．調査には，多くの行政機関からの協力を賜り，回答率は76％に達した．

　ここでは，回答を得られた東京都特別区（16区），政令指定都市（15都市），中核市（31都市）の調査結果について整理する．

(1)委員数及び委員内訳等

　委員数と委員の所属等を図-6に示す．

①委員数

　委員数は，政令指定都市の平均が22.520人と最も多く，次いで，東京都特別区（19.988人），中核市（19.006人）となっている．

②学識者割合

　学識者割合は，政令指定都市の平均が38%と最も多く，次いで，中核市（33%），東京都特別区（30%）となっている．

③商工関係者割合

　商工関係者は，東京都特別区の平均が5%と最も多く，次いで，中核市（4%），政令指定都市（2%）となっている．

④農業関係者割合

　農業関係者割合は，農地の保有量とも関係があり，中核市の平均が4%と最も多く，次いで政令指定都市（2%），東京都特別区（1%）となっている．

⑤旅行関係者割合

　旅行関係者は，どの都市でも位置づけが無かった．

⑥議員割合

　議員割合は，政令指定都市の平均が34%と最も多く，次いで中核市（31%），東京都特別区（30%）となっている．

⑦行政関係者割合

　行政関係者割合は，中核市の平均が15%と最も多く，次いで東京都特別区と政令指定都市の割合が同じ（12%）となっている．

⑧住民代表者割合

　住民代表割合は，東京都特別区の平均が18%と最も多く，次いで中核市（10%），政令指定都市（8%）となっている．

　また，住民を公募によって選出している割合は，東京都特別区の平均が6%と最も多く，次いで政令指定都市（5%），中核市（2%）となっている．

(2)都計審開催費用等

　図-7は，都計審の開催に要する費用等を示す．

①日程調整

　都計審の開催に要する日程調整期間は，中核市の平均が39.3日と最も長く，次いで，東京都特別区（35.4日），政令指定都市（30.9日）となっている．ただし，回答を頂いた都市の中には，公聴会や住民説明会も含んでいる所もあり，この結果にはばらつきが含まれている．

②資料作成

　都計審で使用する資料の作成に要する期間は，東京都特別区の平均が61.3日と最も長く，次いで政令指定都市（31.9日），中核市（17.8日）となっている．東京都特別区が開催した都計審の議事録からは，都計審への提示資料の不備を指摘しているものもみられた．

③議事録作成

　議事録の作成に要する期間は，東京都特別区の平均が33.0日と最も長く，次いで政令指定都市（29.7日），中核市（17.8日）となっている．

④告示に要する日数

　都計審によって事業の合意がなされ，都決の告示が下されるまでの事務手続き期間は，政令指定都市の平均が29.7日と最も長く，次いで中核市（27.9日），東京都特別区（18.7日）となっている．

⑤都計審開催費用

　一回の都計審を開催するのに要する費用（グラフ右軸）は，政令指定都市の平均が332,584円と最も高く，次いで，東京都特別区（179,821円），中核市（161,278円）となっている．政令指定都市の中には，会場の都合上，庁外の民間施設を利用して都計審を開催するケースもあり，会場使用料も都計審の開催費用を大きくしている要因となっている．



(3)都計審の開催回数

　平成15年から平成19年に行われた都計審の開催回数と都決数，都計審に上程される案件数，議事録の公開割合を図-8に示す．

①都計審開催数

　5年間に開催された都計審の年平均開催数は，東京都特別区の平均が4.088回と最も多く，次いで政令指定都市（3.880回），中核市（2.735回）となっている．

②都決数

　5年間に行われた年平均の都決数は，政令指定都市の平均が20.107件と最も多く，次いで東京都特別区（6.575件），中核市（6.123件）となっている．

③案件数

　5年間に上程された年平均案件数は，政令指定都市の平均が20.293件と最も多く，次いで東京都特別区（10.750件），中核市（8.194件）となっている．案件数は都決数に関係があるが，案件数と都計審の開催数には関係がなく，都計審の開催には都市による独自性があると考えられる．

④再開発案件数

　5年間に上程された年平均案件数のうち再開発事業の案件数は，東京都特別区の平均が0.775件と最も多く，次いで政令指定都市（0.413件），中核市（0.271件）となっている．

⑤議事録公開割合

　都計審の議事録公開割合は，政令指定都市の平均が60.0%と最も多く，次いで，東京都特別区（37.5%），中核市（35.5%）となっている．政令指定都市では，都決する案件数も多いことから，事業に携わる関係者も多く，議事録の公開が積極的と考えられる．一方，東京都特別区の場合は，審議会に占める住民割合が政令指定都市と中核市よりも高いことから，住民の参加割合を高めて，議事録の公開を補完する働きもあるものと考えられる．


(4)都計審の定期開催

　都計審の定期開催割合を表-5に示す．

　定期開催の割合は，政令指定都市の平均が93.3%と最も高く，次いで中核市（38.7%），東京都特別区（18.8%）となっている．政令指定都市は，（１）の結果からも委員数が多いことから，日程調整による取引費用を小さくするために定期開催を実現していると考えられる．



(5)都計審への上程基準

　都計審に上程する際の再開発事業への同意率を設定している割合（表-5）は，政令指定都市の平均が80.0%と最も高く，次いで東京都特別区（62.5%），中核市（45.2%）となっている．また，設定された同意率は，政令指定都市の平均が92.8%と最も高く，次いで中核市（91.1%），東京都特別区（83.7%）となっており，同意率を都決の判断基準として設定していると考えられる．

4. 社会調査による市町村都市計画審議会の検証

4.1 検証方法

　実証分析結果から，東京都特別区と政令指定都市は中核市に比べると有意に再開発事業期間が短くなることが確認できたが，都決のどの要因が事業期間に影響を与えているかは確認できていないため，社会調査から得られたデータを活用し，行政が実施する都計審について検定を行った．

　ここでは，再開発事業が実際に要した事業期間（以下「実事業期間」という．）と推計による事業期間（以下「推計事業期間」という）の差（残差）に着目し，実事業期間が推計事業期間よりも短くなるグループ（以下「効率群」という．）と，実事業期間が推計事業期間よりも長くなるグループ（以下「非効率群」という．）に分類して，差の検定を行った．

　また，効率群，非効率群以外の分類として，都市の規模（東京都特別区，政令指定都市，中核市）にも着目し，差の検定に用いた項目について分散分析及びSPSSによる多重比較（Tukey法）を行い，都市による違いの抽出も行った．

4.2 効率群と非効率群における差の検定
4.2.1 手順
　ここでは，効率群と非効率群に分類し，差の検定（t検定）を行うまでの手順を示す．

（手順1）既存データによる推計

　残差に着目して，2つの群に分類するため，2章で構築した推計式から，政令指定都市と東京都特別区の残差を小さくする方向に働きのある2つのダミー変数（政令指定都市ダミーと東京都特別区ダミー）を除き，2章で使用した既存データ（サンプル数：258）を用いて，再度推計を行った．

　推計式は，2章と同じなので，各変数等の説明は省略する．各変数の係数の符号は2章で示した推計結果と同じと考えられるが，統計的な有意さに強弱が生じるものと予想される．

　推計結果を表-6に示す．


（手順2）都市の代表値の作成

　2章で用いた既存データには，東京都特別区や政令指定都市の様に，数多くの再開発事業を実施している都市も含んでおり，効率群と非効率群に分類した時に，どちらの群にも同じ都市が入る可能性があるため，都市毎の算術平均によって，その都市における代表値を作成した．

（手順3）データのスクリーニング

　既存データから2つの要件（社会調査の協力と，（手順2）の代表値を持つ都市）を満たす都市をスクリーニングする．この時点で，社会調査の回答が無い都市は既存データから除かれる（サンプル数：49）．

（手順4）残差の算出

　（手順1）で求めた推計結果を（手順3）でスクリーニングしたデータに適用し，推計事業期間を算出し，実事業期間と推計事業期間との差（＝残差）を導き出す．

　図-9は，スクリーニングされた都市の実事業期間と推計事業期間をプロットしたもので，図中の①は推計事業期間よりも実事業期間が短く，事業が迅速に行われたことを意味しており，②はその逆で，事業が長期化していることを示している．



（手順5）効率群と非効率群の分類

　（手順4）で算出した残差をヒストグラム（図-10）に表し，効率群（24都市）と非効率群（25都市）の2つの群に分類する．



（手順6）効率群と非効率群の差の検定

　（手順5）で分類した2つの群について，社会調査の項目について差の検定（t検定-片側検定）を行い，効率群と非効率群では都計審のどの項目に違いがあるのかを確認した．

4.2.2 検定項目と仮設の設定
　検定項目は，都計審における①委員数，②議員割合，③行政関係者割合，④議事録公開割合（ホームページにて確認），⑤年平均案件数（5年間），⑥年平均開催数（5年間），⑦開催費用，⑧定期開催及び，⑨再開発事業を都計審に上程する際に独自に設定している同意率基準の有無とした．

①委員数

　委員数は，効率群の方が非効率群よりも少ないと予想される．都計審の開催日の調整や，意見が割れた場合の審議においては，人数が少ない方が合意形成は迅速に行われ，都計審を開催する費用も小さくできるものと考えられる．

②議員割合

　議員割合は，効率群の方が非効率群よりも小さいと予想される．都計審の開催前には縦覧と意見書の提出期間が設けられており，住民の意見を述べることができ，その民意を事前聴取した上で，中立的な立場で都計審が開催されることとなっているが，非効率群の場合，民意を反映しているにも係らず，利害関係者からの依頼等により再度議論されることも考えられる．

③行政関係者割合

　行政関係者割合は，効率群の方が非効率群よりも小さいと予想される．行政関係者の割合が大きい場合，事業の周知や都決後の事業の進捗をスムーズにさせる利点もあるが，事業に係る部局の手持ち業務や，予算を考慮した調整も考えられ，都計審の効率化という視点だけで考慮すると，行政関係者の割合も小さい方が効率的と考えられる．

④議事録公開割合

　都市計画法第三条第三項は，「国及び地方公共団体は，都市の住民に対し，都市計画に関する知識の普及及び情報の提供に努めなければならない．」と記されており，議事録の公開が都市計画行政への住民の関心を高める一つの方法ともいえることから，議事録の公開割合は，効率群の方が非効率群よりも高いと予想される．

⑤年平均案件数

　案件数が多いことは，都計審を担当する職員が都決の手続きに慣れていることも考えられることから，平成15年から平成19年までの5年間に上程された年平均案件数は，効率群の方が非効率群よりも多いと予想される．

⑥年平均開催数

　都計審の開催方法は，都市による独自性があるため，案件数が多い都市が都計審の開催数が多いとは言えないが，平成15年から平成19年までの5年間に開催された年平均開催数は，効率群の方が非効率群よりも開催数は多いと予想される．

⑦都計審開催費用

　費用が大きい場合は，一度の都計審でなるべく多くの案件を取り扱い，都決に係る1件当りのコストを小さくするインセンティブが働くため，複数の案件がまとまるのを待つものと考えられるので，都計審開催のスパンが長くなる．よって，一回の都計審を開催するのに要する費用は，効率群の方が非効率群よりも小さいと予想される．

⑧都計審の開催方法

　事業者側も都計審の定期開催が決まっておれば，事業計画に都計審を織り込み，スムーズな事業進捗が期待できるため，都計審の定期開催割合は，効率群の方が非効率群よりも高いと予想される．

⑨都計審上程への同意率基準

　同意率の高い事業は，都決後の事業もスムーズに進捗することが期待できるため，効率群の方が非効率群よりも独自基準を設定している割合は高いと予想される．

　全ての項目の帰無仮説は，「効率群と非効率群の平均に差は無い」としてt検定を行った．

4.2.3 差の検定
　表-7は，効率群と非効率群の差の検定（t検定-片側検定）結果を示す．



①委員数

　委員数は，効率群の方が小さいが，統計的に有意ではないので，委員数による両群の差は無いと判断できる．

②議員割合

　議員割合は，効率群の方が小さく，10％水準で統計的に有意であることから，議員割合には差があると判断できる．

③行政関係者割合

　行政関係者割合は，効率群の方が小さく，10％水準で統計的に有意であることから，行政関係者割合には差があると判断できる．

④議事録公開割合

　議事録の公開割合は，効率群の方が大きく，10％水準で統計的に有意であることから，議事録公開割合には差があると判断できる．

⑤年平均案件数

　5年間に上程された年平均案件数は，効率群の方が大きいが，統計的に有意ではないので，年平均案件数による両群の差は無いと判断できる．

⑥年平均開催数

　5年間に開催された年平均開催数は，効率群の方が大きいが，統計的に有意ではないので，年平均開催数による両群の差は無いと判断できる．

⑦都計審開催費用

　一回の都計審を開催するのに要する費用は，効率群の方が小さく，10％水準で統計的に有意であることから，都計審開催費用には差があると判断できる．

⑧都計審の開催方法

　都計審の定期開催割合は，予想と異なり効率群の方が小さいが，統計的に有意ではないので，都計審の開催方法による両群の差は無いと判断できる．

⑨都計審上程への同意率基準

　再開発事業を都計審に上程する際に，独自の同意率基準を設定している都市の割合は，効率群の方が大きく， 10%水準で統計的に有意であることから，都計審上程への同意率基準には差があると判断できる．

4.3 東京都特別区，政令指定都市，中核市における分散分析と多重比較
　数多くの再開発事業を経験している東京都特別区や政令指定都市は，実証分析結果からも中核市に比べて有意に事業期間が短くなることが確認できたが，ここでは，更に，3つの都市の規模による相違点を検出した．

4.3.1 手順
　日本の都市再開発（第5，6集）に掲載されている事業を経験しており，かつ，社会調査の協力が得られた東京都特別区（14区），政令指定都市（14市），中核市（15市）について，t検定で用いた項目の分散分析（両側検定）
，
を行い，3つの母集団の関係についてSPSSを用いて多重比較（Tukey法）
を行った．

4.3.2 検定項目と仮設の設定
　検定項目は，前節のt検定で用いた項目（都計審の①委員数，②議員割合，③行政関係者割合，④議事録公開割合，⑤年平均案件数（5年間），⑥年平均開催数（5年間），⑦開催費用，⑧定期開催及び，⑨再開発事業を都計審に上程する際に独自の同意率基準の設定の有無）とする．

①委員数

　委員数が多いと委員一人当たりの都決に係る負担が小さくなるため，都計審に上程される案件数の多い都市の方が委員数も多いと予想される．また，社会調査結果から政令指定都市の委員数が最も多く，次いで，東京都特別区，中核市と考えられる．

②議員割合

　議員割合は，社会調査結果から政令指定都市が最も多く，次いで，中核市，東京都特別区と予想される．

③行政関係者割合

　行政関係者割合は，社会調査結果から中核市が最も多く，次いで，東京都特別区，政令指定都市と予想される．なお，東京都特別区と政令指定都市は同じ割合なので，差がないと考えられる．

④議事録公開割合

　議事録の公開割合は，社会調査結果から政令指定都市が最も高く，次いで，東京都特別区，中核市と予想されるが，東京都特別区と中核市は差が無いと考えられる．

⑤年平均案件数

　5年間に上程された年平均案件数は，社会調査結果から政令指定都市が最も多く，次いで，東京都特別区，中核市と予想され，東京都特別区と中核市は一年間に上程される案件数がほぼ同数なので，差が無いと考えられる．

⑥年平均開催数

　5年間に開催される都計審の年平均開催数は，社会調査結果から東京都特別区が最も多く，次いで，政令指定都市，中核市と予想される．

⑦都計審開催費用

　一回の都計審を開催するのに要する費用は，社会調査結果から政令指定都市が最も大きく，次いで，東京都特別区，中核市と予想される．

⑧都計審の開催方法

　都計審の定期開催割合は，社会調査結果から政令指定都市が最も高く，次いで，中核市，東京都特別区と予想される．政令指定都市は，①委員数が多く，日程調整に時間を要することから，それを回避するための方法として，定期開催が位置づけられていると考えられる．

⑨都計審上程への同意率基準

　再開発事業を都計審に上程する際，独自の同意率基準を設定している割合は，社会調査結果から政令指定都市が最も高く，次いで，東京都特別区，中核市と予想される．

　以上9項目全てについての帰無仮説は，「平均に差は無い」である．

4.3.3 分散分析と多重比較
　表-8は，前節で設定した項目について分散分析とSPSSによる多重比較（Tukey法）結果を示す．


　分散分析による判定は，最右欄に記載し，多重比較による判定は，母集団A，B，Cの関係に符号(>)を記載し，その下等に括弧で統計的水準を示す．

①委員数

　分散分析による委員数は，政令指定都市が最も多く，次いで，東京都特別区，中核市となり，1%水準で統計的に有意であることから，差があると判断できる．

　多重比較からは，政令指定都市と東京都特別区が5%水準で統計的に有意で，政令指定都市と中核市が1%水準で統計的に有意であった．よって，政令指定都市と東京都特別区，政令指定都市の中核市の委員数には差があると判断できる．

②議員割合

　分散分析による議員割合は，政令指定都市が最も多く，次いで，中核市，東京都特別区となったが，統計的に有意ではないので，差が無いと判断できる．

　多重比較からも統計的に有意ではないので，政令指定都市，中核市，東京都特別区の議員割合には差が無いと判断できる．

③行政関係者割合

　分散分析による行政関係者割合は，東京都特別区と政令指定都市が同じ値となり，次いで中核市であったが，統計的に有意ではないので，差が無いと判断できる．

　多重比較からも統計的に有意ではないので，東京都特別区，政令指定都市，中核市の行政関係者割合には差が無いと判断できる．

④議事録公開割合

　分散分析による議事録公開割合は，政令指定都市が最も多く，次いで，東京都特別区，中核市となったが，統計的に有意ではないので，差が無いと判断できる．

　多重比較からも統計的に有意ではないので，政令指定都市，東京都特別区，中核市の議事録公開割合には差が無いと判断できる．

⑤年平均案件数

　分散分析による5年間に上程された年平均案件数は，政令指定都市が最も多く，次いで，東京都特別区，中核市となり，1%水準で統計的に有意であることから，差があると判断できる．

　多重比較からは，政令指定都市と東京都特別区，政令指定都市と中核市が共に1%水準で統計的に有意であることから，差があると判断できる．

⑥年平均開催数

　分散分析による5年間に開催される都計審の年平均開催数は，東京都特別区が最も多く，次いで，政令指定都市，中核市となり，10%水準で統計的に有意であることから，差があると判断できる．

　多重比較からは，東京都特別区と中核市が10%水準で帰無仮説を棄却できないが，若干の差（P値：0.112）があると捉えることもできる．

⑦都計審開催費用

　分散分析による一回の都計審を開催するのに要する費用は，政令指定都市が最も大きく，次いで，東京都特別区，中核市となり，1%水準で統計的にも有意であることから，差があると判断できる．

　多重比較からは，政令指定都市と東京都特別区が5%水準で統計的に有意であり，政令指定都市と中核市が1%水準で統計的に有意であることから，政令指定都市と東京都特別区，政令指定都市と中核市の都計審の開催費用には差があると判断できる．

⑧都計審の開催方法

　分散分析による都計審の定期開催割合は，政令指定都市が最も大きく，次いで，中核市，東京都特別区となり，1%水準で統計的にも有意であることから，差があると判断できる．

　多重比較からは，政令指定都市と中核市，政令指定都市と東京都特別区が共に1%水準で統計的に有意であることから，都計審の定期開催割合には差があると判断できる．

⑨都計審上程への同意率基準

　分散分析による都計審へ上程する同意率基準の設定割合は，政令指定都市が最も大きく，次いで東京都特別区，中核市となり，5%水準で統計的にも有意であることから，差があると判断できる．

　多重比較からは，政令指定都市と中核市が5%水準で統計的に有意であり，都計審へ上程する同意率基準の設定割合には差があると判断できる．

5. おわりに

5.1 結論

　本論文は，再開発事業の事業期間に着目して都市計画行政の効率性について議論することができた．ここでは，実証分析，社会調査，t検定，分散分析，多重比較の結果を踏まえて効率的な都計審の運営方法を考察する．

(1)透明性の高い都計審の開催

　t検定（表-7）の④議事録公開より，効率群の方が議事録を公開している割合が高いことから，議事録の公開が都計審の効率性を高める一つの方法と考えられる．

　議事録の公開によって，都計審に選任された委員はその場限りの発言ができなくなり，今よりも慎重な審議が行われることが想定される．よって，議事録の公開には，審議の結果だけを記述するのではなく，審議の流れも詳細に記述することが望ましい．

　また，議事録の公開は，都決事業の推進に対し，権利者の個人的な理由による事業遅延を小さくすることができるとも考えられる．ただし，個人情報保護法との関連もあり，開示できる内容かどうかの判断は必要と考えられる．

(2)二重手続きの廃止

　t検定（表-7）の②議員割合より，効率群の方が議員割合は小さいことから，議員割合を小さくすることも都計審を効率的に運営する一つの方法と考えられる．

　まず，都計審を開催する前に，図-3に示した案の縦覧と意見書の提出が民意を反映する事務手続きとして位置づけられている．都計審ではその民意を踏まえて，中立的な立場で審議することが大前提となる．

　しかし，利害関係者から近い場合は，中立的な立場で審議することが難しく，都計審の運営に非効率が生じると考えられる．

　よって，利害関係者との距離を小さくすることも一つの方法であり，また，同時に透明性を高めることも効果的と考えられる．

(3)オブザーバーとしての行政機関の関与

　t検定結果（表-7）の③行政関係者割合より，効率群の方が行政関係者割合は小さいことから，行政関係者割合を小さくすることも都計審を効率的に運営する一つの方法と考えられる．

　中立的な都計審を運営するためには，行政関係者に都決の決定権を付与するのではなく，オブザーバーとしての関与が望ましいと考えられる．

(4)判断基準の明確化

　t検定結果（表-7）の⑨同意率基準の設定より，効率群の方が同意率を設定している割合が大きいことから，同意率を設定することも都計審を効率的に運営する一つの方法と考えられる．

　現在の都計審は，都決に至る明確な判断基準がないため，同意率が一つの目安になっているものと考えられる．同意率が高い事業は，都決後の事業がスムーズに進むものと考えられるが，高い同意率を得るためのプランしか採用されないケースもあるので，費用便益分析を都決の判断基準として採用することも一つの方法と考えられる．

(5)都計審の広域化

　t検定結果（表-7）の⑦開催費用より，効率群の方が開催費用は小さいことから，開催費用を小さくすることも都計審を効率的に運営する一つの方法と考えられる．

　また，分散分析と多重比較結果（表-8）の⑤年平均案件数について，東京都特別区と中核市に着目すると，東京都特別区と中核市の案件数はほぼ同数と考えられ，同表の⑦開催費用を確認すると，中核市は東京都特別区よりも開催費用が小さいと判断できる．案件数がほぼ同じで，開催費用が小さければ，中核市の方が都計審の開催数が多いと予想できるが，同表の⑥年平均開催数からは，中核市は東京都特別区よりも年平均開催数が少なく，中核市はできる限り案件をまとめて都計審を開催する傾向があると推測される．案件をまとめることは，一案件当りの費用を低減させることができ，規模の経済を活かした都計審を開催しているとも考えられるが，事業者側は機会費用を損失させることから，機会費用の損失の大きさと，都計審開催に係る費用を比較する必要がある．第147回国会において成立した都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律（平成12年5月19日法律第73号）
では，地方に即した判断も期待されているが，案件をまとめることで都決の過程に非効率が生じているとも考えられる．

　この様な場合には，定期開催を前提として広域的な都計審の開催が非効率を改善する方法と考えられる．この開催方法は，各都市で行われていた都計審を広域的な機関に集約することで，各都市が負担していた開催費用や議事録の作成，議事録の公開等が一括化され，各都市では予算を他の事業に振り分けることもでき，市町村の担当者も他の事業を実施することができる．案件が一つの機関に集約されることで，一案件当りの費用が低減し，財政の負担を少しでも軽減することができる．

　また，一括化された議事録は，見る側も一つの議事録で周辺都市の状況を把握することができる．さらに，広域的な機関に都計審を位置づけることで，利害関係者との距離を小さくすることも可能となるので，より中立性を高めることが期待できる．

　事業者側は，審議会の定期開催によってある程度の時期を把握することができ，事業計画をより立案しやすく，許認可による時間リスクを考慮しながらも事業を進めることができ，再開発事業の進度にも寄与するものと考えられる．

　再開発事業を行う中で，この行政による時間リスクを取り除くことができれば，図-1，2で示した供給曲線を下方にシフトさせることができ，既成市街地の改善がより一層進められるものと考える．

5.2 今後の課題
　本論文では，再開発事業期間を準備組合の設立から，再開発ビルの竣工までを捉えているが，事業によっては都決の変更や，設計変更等が生じていることから，準備組合が都決に向けた行動を開始した時点を機に，都決の告示が行われるまでの期間を把握して実証分析を行うことも必要と考えられる．

　また，再開発事業に着手した時点が非常に多岐に渡っていることから，事業開始時期の景気等を考慮することで，時代背景に即した分析が可能と考えられる．

　なお，本論文では，再開発事業における都計審に焦点を絞ったが，権利者による合意形成にも多くの時間を費やすことから，この側面からのアプローチも必要と考えている．
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図-4 市街地再開発事業の流れ





図-3 都市計画決定に係るフロー図





表-1 大都市及び地方都市の社会的余剰





図-2 地方都市におけるデベロッパーによる床の需要と供給曲線





図-1 大都市におけるデベロッパーによる床の需要と供給曲線
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図-5 10件以上の市街地再開発事業を経験している都市





表-2 変数の定義








表-3 推計結果





表-4 調査項目と設問内容





図-6 各都市における委員数とその割合





図-7 各都市における都計審に要する費用





図-8 各都市における都計審の開催数等








表-5 各都市における都計審の定期開催割合及び再開発事業の同意率








表-6 推計結果








図-9 実事業期間と推計事業期間による残差





図-10 残差によるヒストグラム





表-7 効率群と非効率群による差の検定結果





表-8 分散分析及び多重比較（Tukey法）による検定結果
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